
事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      917】

交通対策管理経費 企画課　企画係

１ 自然・環境

（１）人と自然の共生

平成16年度 ― 継続 単独

野幌森林公園内基線道路の一般車両通行者（江別市民）

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 江別市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

対象指標２

野幌森林公園内基線道路の入り口等に一般車両の通行抑制を促す看板を設置し、その効果を検証するために交通量を測
定する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 通行抑制看板設置数 枚 4 4 4 4

活動指標２ 交通量調査 回 1 1 1 1

自然環境の保全を図るため、一般車両の通行を抑制する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 交通量（自動車） 台 11 10 8 8

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

33 33 43 56

1,141 1,115 1,154 1,186

1,174 1,148 1,197 1,242

・交通量調査実施
・地域住民へ関係者証を作成し交付

・調査委託費用43千円
・関係者証更新経費0円（用紙の在庫があったため）

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
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向
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び
原
因
分
析

成
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地
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ス

ト

野幌森林公園の環境保全、公園散策者の安全確保の観点から、平成16年に基線の入口等に一般車両の通行量抑制の
ための看板を設置するとともに、毎年交通量調査を実施し効果を検証している。

看板設置により、交通量は年々減少している。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

通行抑制看板を設置して以来、一般車両の通行は減少しており、取組の
成果は上がっている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

近年の交通量の傾向から、これ以上の大きな交通量抑制は見込めないが
、看板設置を継続することで成果の維持は見込める。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

必要最低限の費用で実施している。

ある

▼なし

企画-2



事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      326】

都市景観創出事業 都市計画課　計画係

５ 都市生活

（１）市街地整備の推進

昭和62年度 ― 継続 単独

・市民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

対象指標２

・市ホームページや景観パンフレットの発行により、景観に関する啓発・情報発信を行う。
・３年毎に都市景観賞を開催し、市民や企業などによる優れた景観創出・活動に対する表彰を行う。
・市内の景観資源の周知を目的として、３年毎にえべつ都市景観フォトコンを開催する。
・都市景観施設（バス待合所など）の修繕等に対する補助を行う。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 景観イベントの開催日数 日 175 0 236 204

活動指標２

景観に対する市民意識の醸成を図り、都市景観の向上と快適な都市環境を創出する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 都市景観賞受賞件数 件 63 63 63 66

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

421 5,796 1,124 694

1,521 1,487 1,539 1,581

1,942 7,283 2,663 2,275

・都市景観施設の修繕に対する補助
・えべつ都市景観フォトコンの開催

・バス待合所の修繕に対する補助経費　1,000千円
・えべつ都市景観フォトコン開催経費  　124千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
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原
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分
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成
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景観に対する市民意識を醸成し、都市景観の向上と快適な都市環境を創出することを目的として開始されたもの。

市ホームページやインスタグラム等のＳＮＳを活用し、景観の普及啓発に努めている。
令和４年度実施の都市景観賞では、前回（令和元年度）を超える応募があり、景観に対する市民意識の醸成が見ら
れる。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和６年度は、都市景観賞の開催年ではないため、都市景観賞受賞件数
は増加していないものの、えべつ都市景観フォトコンでは一定数の応募
があり、市民意識の醸成が見られる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

えべつ都市景観フォトコンの開催やＳＮＳを活用した景観イベントの広
報を継続することにより、景観に対する市民意識が醸成され、今後も都
市景観賞の応募数の向上が期待できる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

都市景観賞やえべつ都市景観フォトコンなどの景観イベントの開催年に
あたっては、ＳＮＳ等を活用した広報や応募受付を行うなど、既に可能
な限りのコスト削減を図っている。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6273】

定住促進事業 広報広聴課参事（シティプロモート・移住定住促進）

５ 都市生活

（１）市街地整備の推進

令和元年度 ― 継続 補助 奨励的補助

市民及び移住検討者

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 日本総人口 千人 124,947 124,352 123,802 123,790

対象指標２

・移住・定住に関する相談の対応を行う。
・地域イベントへの参加・交流を行う。
・移住を促すため、首都圏及び札幌圏でＰＲ活動を行う。また、北海道を中心とした道内市町村との広域連携事業であ
る移住支援事業（移住支援金）を実施する。
・地域の魅力について情報収集し、ホームページやＳＮＳ、パンフレット等を活用して子育て世代を中心に効果的な発
信を行い、江別市への移住への意欲を喚起する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 移住定住に関するPR活動の種類数 個 8 8 8 8

活動指標２ 移住定住に関する相談対応件数 件 81 103 141 143

子育て世代を中心とした移住促進、市内での居住維持による定住促進が図られる。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 移住支援金交付決定件数 件 0 4 5 5

成果指標２ 移住ポータルサイトの閲覧数（年間） 回 35,282 49,362 70,543 73,533

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

3,819 12,995 9,075 17,736

7,604 7,433 7,695 3,952

11,423 20,428 16,770 21,688

・移住ポータルサイトの改修
・首都圏移住フェアでのＰＲ
・移住支援金の支給
・地域おこし協力隊による活動
・移住相談対応（対面・メール・オンライン等）

・移住ポータルサイト改修経費　　　　　　　 276千円
・移住フェア出展経費　　　　　　　　　　   492千円
・移住支援金　　　　　　　　　　   　　　4,800千円
・地域おこし協力隊報酬　　　　　 　　　　1,540千円
・移住促進用パンフレット等印刷経費 　　　　678千円 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
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原
因
分
析

成
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少子高齢化による人口減少が進む中、地域コミュニティを維持するため、市内居住者と市外からの転入者の定住・
定着が求められている。

若年層を中心とした地方から東京圏への転出超過が続く中、積極的な東京一極集中の是正が求められている。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

道外での移住フェアへの出展や、移住ポータルサイトの刷新及びＳＮＳ
による発信の強化により、移住に関する相談件数や、移住ポータルサイ
トへのアクセス数は増加しており、移住に関する関心が高まっていると
考えられる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

地方移住への関心の高まりもあり、江別市の魅力をより広く発信してい
くことで、移住に関する相談件数や移住ポータルサイトへのアクセスが
伸びる余地はある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

現在の事業費は、地域おこし協力隊の報酬や事務費等の活動経費、北海
道移住交流促進協議会の負担金等であり、削減は困難である。
移住支援金については、北海道との共同事業であり、削減は困難である
。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      281】

生活バス路線等運行補助事業 政策推進課参事（公共交通）

５ 都市生活

（２）暮らしを支える交通環境の充実

― ― 継続 単独 事業補助

生活バス路線等事業者

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ バス路線数（系統数） 系統 29 27 27 27

対象指標２

・「江別市生活バス路線運行費補助金交付要綱」に基づき、国や道の補助対象とならない市内完結バス路線を対象とし
て、運行費の収支差に対する補助金を予算の範囲内で交付する。【8割が特別交付税の対象】

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 補助金額 千円 39,768 41,131 39,063 40,000

活動指標２ 補助対象バス路線数 路線 4 4 2 2

・生活バス路線等の運行が維持される。
・交通弱者の移動の利便性が確保される。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ バス路線の廃止数（系統数） 系統 0 2 0 0

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

39,768 41,131 39,063 40,000

2,281 2,230 2,309 2,371

42,049 43,361 41,372 42,371

バス路線運行費に対し補助金を支出 ・江別２番通線　23,172千円
・野幌見晴台線　15,891千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
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分
析

成
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当初は国・道との協調補助のみだったが、平成１３年度から市単独補助要綱を制定。

・利用者の減少に伴い、１系統（当江線）が平成２８年３月末で廃止された。
・江別市地域公共交通再編実施計画に基づき平成３０年１０月より、江別４番通線（２系統）、江別錦町線（３系統）が廃止され、野幌
見晴台線（４系統）が新設された。
・利用者の減少に伴い、１系統（江別線（夕張鉄道））が令和元年９月末で廃止された。
・ジェイ・アール北海道バスの運行系統増設に伴い、２系統（大麻団地線及びゆめみ野線）が令和２年４月より増設された。
・利用者の減少に伴い、２系統（札幌線「夕張」及び札幌線「栗山」（夕張鉄道））が令和５年９月末で廃止された。
・利用者の減少に伴い、令和６年１２月でジェイ・アール北海道バスの「新２５」が廃止され、「江２５」が新設された（路線短縮）。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

補助金により、バス路線の維持確保に繋がっていると理解しているが、
利用者数の減少や運行事業者における乗務員の不足などにより、路線の
維持は依然として難しい状況にある。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

バス路線を維持するためには、赤字対策の補助制度は重要である一方で
、利用者数の減少が続いていることや、バス事業者においても乗務員の
確保が難しくなってきているなど、路線の収支以外でも厳しい状況があ
る。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

赤字バス路線に対する補助金の削減は、バス路線の廃止や減便に直結す
る恐れがある。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      283】

豊幌駅舎共同管理経費（補助金） 政策推進課参事（公共交通）

５ 都市生活

（２）暮らしを支える交通環境の充実

昭和59年度 ― 継続 単独 事業補助

豊幌地区の住民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 豊幌地区の人口 人 2,624 2,643 2,594 2,594

対象指標２

「豊幌駅業務運営費補助要綱」に基づき、豊幌駅の管理運営を行う自治会に対し、当該管理運営経費の一部を予算の範
囲内で補助する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 補助金額 千円 550 550 600 600

活動指標２

豊幌駅に管理人が配置されることにより、駅利用者の利便性・安全性が確保される。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 豊幌駅の利用に関する苦情件数 件 0 0 0 0

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

550 550 600 600

760 743 770 790

1,310 1,293 1,370 1,390

駅業務運営に対し補助金を支出 駅業務運営への補助金　600千円

 6年度
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昭和５９年の無人化に伴い、江別市が費用の一部を負担して管理人を置くこととなった。

・市の補助金は平成１３年度に５１０千円から５５０千円に、令和６年度から６００千円に増額している。
・平成１８年度にはプラットホームに屋根付きの待合所が数箇所設置され、利便性の向上が図られた。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

駅舎の管理人を定期的に確保できており、それにより利用者が安心して
利用できる状態になっている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

駅舎の管理については、ＪＲ北海道と自治会との間で締結している契約
が主体であり、利用者が安心して利用できるよう現在の状況を維持する
。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

補助金の減額は、管理人の継続確保等に支障をきたす可能性が高い。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     1059】

公共交通利用促進対策事業 政策推進課参事（公共交通）

５ 都市生活

（２）暮らしを支える交通環境の充実

平成25年度 ― 継続 単独

市民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

対象指標２

・地域公共交通計画に基づき、路線バスの利用促進、江北地区及び豊幌地区デマンド型交通運行事業の支援等を行う。
・江別市地域公共交通活性化協議会（市、公共交通事業者、公共交通利用者、学識経験者等で構成）において、地域公
共交通計画の推進状況の確認等を行うほか、市内のバス路線についても引き続き検討等を行う。
・市民に対して、市ホームページ・広報誌等による情報発信を行う。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 利便性向上や利用促進等のために行った事業数 件 4 4 4 4

活動指標２

交通機能を維持・確保することに加え、情報提供の強化等を図ることにより利用が促進される。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ バス輸送人員 千人 420 466 479 520

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

11,831 4,953 5,711 8,167

9,885 11,150 11,543 11,856

21,716 16,103 17,254 20,023

・計画推進等業務
・地域公共交通活性化協議会等開催
・バス路線マップ等作成
・市ホームページや広報誌による周知・利用啓発

・江北地区デマンド型交通補助金　　　　1,673千円
・豊幌地区デマンド型交通補助金　　　　3,136千円
・地域公共交通活性化協議会等開催　　　　249千円
・バス路線マップ等作成　　　　　　　　　653千円 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果
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地
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バスの利用減少が進み、公共交通の課題解決に向けた検討が必要な状況にある。

・野幌駅の高架化及び周辺整備に伴い、駅を中心とした交通機能の向上や利便性向上に向けて、新たなバス路線の
運行など具体的な取組をする必要がある。
・道路運送法に基づき、市、事業者、学識経験者等を構成員として設置していた地域公共交通会議を拡充して、平
成２８年度に、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく地域公共交通活性化協議会を立ち上げた。当
該協議会において、持続可能な公共交通の実現のため、市内全体のバス路線再編に向けた協議を行い、平成３０年
度に江別市地域公共交通網形成計画及び江別市地域公共交通再編実施計画を策定し路線再編を行った。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

自家用車の普及に伴うバス利用者の減少、路線収支の悪化や事業者にお
ける乗務員不足等により路線バスの減便などが続いている。また、バス
輸送人員はコロナ禍からは回復傾向にあるものの、コロナ禍前の水準に
は戻っていない。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

地域公共交通活性化協議会において、利便性向上や利用促進等も検討し
、計画策定及び実施することにより、成果が向上する余地はある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

必要最小限の費用で事業を実施している。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6983】

行政デジタル化推進事業 デジタル政策室（行政デジタル化）

５ 都市生活

（３）暮らしを豊かにする技術の活用

令和 4年度 ― 継続 補助

・市職員
・市民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市職員 人 1,147 1,162 1,179 1,179

対象指標２ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

・デジタル技術やデータ、ＡＩ等の活用
・行政手続きのオンライン化の推進

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 業務システム数 システム 2 3 5 5

活動指標２

デジタル技術の活用により、住民の利便性向上や職員の業務効率化を図り、行政サービスの向上に繋げる。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ システムを使用する課等の数 課 38 53 60 64

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

4,937 15,098 29,807 281,197

7,604 7,433 7,695 7,904

12,541 22,531 37,502 289,101

・生成ＡＩの導入
・行政手続やアンケート等のオンライン化に関する業
務（申請管理システム、LoGoフォーム）
・基幹系システム標準化・共通化に関する新総合行政
システム移行準備対応

・生成ＡＩ利用料：550千円
・申請管理システム利用料：1,070千円
・LoGoフォーム利用料：1,631千円
・基幹系システム標準化・共通化に関する
　新総合行政システム移行準備対応経費：19,994千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果
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令和2年12月に「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が閣議決定及び「自治体デジタル・トランスフォー
メーション（ＤＸ）推進計画」が策定され、自治体においては「行政サービスのデジタル技術やデータの活用によ
る住民の利便性の向上」や「デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更
なる向上に繋げていく」ことが求められている。

『骨太の方針2024』において「地域ごとに異なる将来の人口動態を踏まえた広域的な行政サービス提供やデジタル
技術の徹底実装によるDXを推進すること、自治体DXについて、フロントヤード改革とバックヤード改革を一体的に
推進する」とされたことを受け、自治体ＤＸ推進計画では重点取組事項として自治体フロントヤード改革の推進等
が掲げられている状況。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

DX推進支援のための外部人材の活用や、新たなシステムとして生成AIを
新規導入したため。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

行政手続き等のオンライン化の推進や、新たなAI技術の導入により成果
の向上が期待されるため。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

現状、本事業は必要最小限度のコストで実施しているが、昨今のデジタ
ル技術の進歩により現在導入しているソリューションよりも安価かつ利
便性の高いソリューションを新たに導入出来る可能性は高まっていると
考られ、本事業においてもコスト削減できる可能性はあるため、引き続
き情報収集に努める。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6993】

未来型政策検討事業 デジタル政策室（デジタル政策）

５ 都市生活

（３）暮らしを豊かにする技術の活用

令和 4年度 令和 6年度 廃止 単独

市民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市民 人 119,333 118,776 118,097 0

対象指標２

・市内有識者や関係団体などからなる検討委員会で、デジタル技術を活用したまちづくりについての意見交換を行う。
・30以上の自治体が参加する「Ｄ＆Ｆ活用による未来型政策協議会」に参加し、デジタル等の最先端技術などを情報共
有し、当市にとって持続可能なデジタル技術の導入に向けた検討を行う。
・デジタル技術を活用したまちづくりについてのＰＲ企画を実施する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ デジタル技術に関する会議やイベントの開催回数 回 25 142 86 0

活動指標２

地域課題の解決や生活利便性の向上を図るための、当市にとって持続可能なデジタル技術を活用した取組みについて検
討するとともに、その必要性について、市民や関係団体等の理解を深める。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ デジタル技術に関する会議やイベントの参加人数 1,102 844 834 0

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

665 345 591 0

7,604 11,150 11,543 0

8,269 11,495 12,134 0

・有識者、学識経験者及び市民公募からなる未来型政
策検討委員会（外部）の開催
・江別市ＤＸ推進方針に関連した取組のＰＲ

・未来型政策検討委員会（外部）開催　　　54千円
・江別市ＤＸ推進方針関連事業の推進　 　506千円

 6年度
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事業を取り巻く環境変化
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理由

根拠
理由

成
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成
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近年多くの自治体では、少子高齢化や感染症対策など、特効薬のない社会課題に直面している。国では、デジタル
田園都市国家構想を策定し、急速に進んでいるデジタル技術を活用して、それらの課題を解決するための様々な政
策を展開し、地方の活性化を進めている。

全国的に、行政手続きのオンライン化や、民間団体等と連携したデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推
進する自治体が増えてきている。江別市においても、関係団体等と連携しながら検討を進めて行くこととしている
。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

デジタルデバイド対策として実施したイベントでは、適切な開催頻度を
維持し、その他のイベントでは企画内容に多様性と新規性を持たせるこ
とで、参加者の関心を継続的にひきつける工夫を重ねた。
一方で、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の改定を受け、従
来の「江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を所管する会議体と「
江別市ＤＸ推進方針」を所管する未来型政策検討委員会を統合すること
となった。それに伴い、本事業の役割を担う江別市総合戦略推進委員会
が設立されたことから、事業廃止することとなった。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

引き続き同様のイベント等を開催し、一定数の成果を上げ続けることは
可能であるが、成果指標の向上には、規模の拡大（定員の拡大）や開催
回数の増加が必須であり、それに相応する費用が必要となることから、
現状の予算を維持しつつ成果指標を向上させることは困難である。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

データ共有によるペーパーレス化、会議のオンライン開催など、コスト
削減と業務効率化について、効果的な手法の検討余地がある上、本事業
を他の会議体と統合することで、会議の開催にかかる費用の削減が見込
める。

ある

▼なし

企画-16



事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     7013】

生涯健康プラットフォーム推進事業 デジタル政策室（デジタル政策）

５ 都市生活 ５ デジタル技術で住みよい明日を切りひらく

（３）暮らしを豊かにする技術の活用 （１）デジタル技術の活用

令和 4年度 ― 継続 単独

市民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

対象指標２

群馬県前橋市が整備するデータ連携基盤を利用し、統合IDを通じて個別最適化されたサービスを提供する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ ユーザー数（累計） 人 384 4,177 7,361 8,000

活動指標２

デジタル機器やAI等の技術を活用して、市民が生涯に渡って自らの健康を管理していくことができる仕組みを構築する
ことで、健康寿命の延伸や地域産業の活性化が図られる。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 地域生活の幸福度割合（健康状態） ％ 78.4 81.2 81.7 83

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

0 5,002 10,256 10,596

0 26,016 19,238 39,520

0 31,018 29,494 50,116

・各サービスに伴うデータ連携基盤の運用 ・データ連携基盤運用保守等費用　　9,998千円

 6年度

企画-17



事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由
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原
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分
析

成
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江別市は、これまで「健康都市宣言」による行政主導の健康意識向上、市内大学と連携した健康管理システムの開
発、食と健康の関係性に着目した“江別モデル”（食と健康の臨床実験システム）の取組、地域コミュニティ等の
健康づくりの輪の機会創出等、様々な健康関連事業に取り組んできた。これらを、国の「デジタル田園都市国家構
想交付金」を活用してデジタル化し、健康寿命の延伸や医療費の適正化に結び付けていくこととした。

コロナ禍によって社会経済情勢や人々の生活形態が大きく変化し、テレワークをはじめとしたデジタル技術の利活
用が浸透しており、様々な場面でデジタル技術を活用する機運が急速に高まっている。
本事業においても、当市がこれまでに推進してきた健康に関する取組を、国のデジタル田園都市国家構想のもと、
デジタル化することで、簡単に自身の健康管理ができ、健康意識の向上につながる取組を進めていくこととした。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和６年度に実施した生涯健康プラットフォームのマーケティング活動
により、ユーザー数が大幅に増加したことから、市民への健康意識の浸
透が進み、成果指標の向上につながっている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

新規ユーザーの獲得は順調に進んでいることから、サービスを通じた健
康意識の定着と、民間事業者との連携によるサービスの機能強化を行う
ことにより、地域全体の健康意識が向上し、成果指標の向上に繋がる可
能性がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

令和６年度に実装協議会が設立されたことから、民間事業者による効果
的な事業ＰＲや機能改善を進めることで、最小限のコストで効果的に成
果を上げられる可能性がある。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     7043】

市内大学教育助成事業 企画課　企画係

６ 子育て・教育

（２）子どもの教育の充実

令和 5年度 ― 継続 単独 事業補助

市内４大学（酪農学園大学・北翔大学・札幌学院大学・北海道情報大学）

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市内大学 校 0 4 4 4

対象指標２

市内4大学から、その良好な教育環境の整備を図るための事業について、申請を受け補助金を交付する。
【根拠要綱】江別市ふるさとえべつ教育応援補助金交付要綱
【補助率および上限額】補助対象経費の全部または一部に対し、前年1月から12月の間に、各校のために納められたふる
さと納税寄附金額の３０％程度を上限として交付する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 補助事業件数 件 0 4 4 4

活動指標２ 補助金額 千円 0 1,642 2,164 2,533

市内4大学が、ふるさと納税寄附者に広く認知されることにより、寄附による大学支援が拡大する。
市内4大学が補助事業を推進することにより、在学生の修学環境の充実が実現する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 補助申請事業件数 件 0 4 4 4

成果指標２ 補助申請金額 千円 0 1,642 2,164 2,533

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

0 1,642 2,164 2,533

0 2,230 2,309 2,371

0 3,872 4,473 4,904

市内4大学へ、申請に基づき補助金を交付 補助金額2,164千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
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成
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原
因
分
析

成
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ふるさと納税制度を活用し、その返礼品となる江別市の特産品・名産物を楽しむとともに、寄附により市内の大学
を学校単位で応援し、在学生の修学環境の充実を図ることができる補助金制度を創設したもの。

令和４年７月から、ふるさと納税制度の寄附先メニューに、新たに市内の高等学校及び大学の項目が追加され、応
援したい学校へ寄附することができるようになった。
令和５年度に創設された本事業により、市内大学へ補助金を交付し、在学生の修学環境の充実を図ることが可能と
なった。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和５年度に開始した本事業がふるさと納税寄附者に広く認知されるこ
とにより、寄附による市内４大学への支援が拡大している。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

市内４大学がふるさと納税寄附者に広く認知されることにより、今後さ
らに寄附による大学支援が拡大する余地がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

事業費の全額を補助金として交付しており、削減はできない。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      560】

大学連携調査研究助成事業 企画課　企画係

８ 協働・共生

（１）協働のまちづくりの推進

平成21年度 ― 継続 単独 政策的補助

市内４大学（酪農学園大学、北翔大学（短期大学部を含む）、札幌学院大学、北海道情報大学）の教員及び教員を中心
とした団体。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市内４大学所属教員数（短大含む） 人 477 480 487 487

対象指標２

市内４大学に所属する教員が行う江別市の課題解決や地域活性化に貢献する調査研究事業に対し、大学連携調査研究事
業補助金を交付する。なお、対象は第７次江別市総合計画の「えべつ未来戦略」に関わる事業等とする。
【根拠要綱】江別市大学連携調査研究事業補助金交付要綱
【補助率及び上限額】補助対象経費の全額又は一部について、1,000千円を上限に補助

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 補助事業件数 件 7 8 7 6

活動指標２

補助金の交付により、市内４大学の教員及び教員を中心とした団体が、地域の解題解決につながる具体性・実用性の高
い調査研究を実施できるようにする。また、大学の優れた研究等を地域の課題解決に生かすため、教員等の地域への関
心を高める。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 補助事業申請件数 件 7 9 13 12

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

1,770 1,535 2,184 2,700

3,042 2,230 2,309 2,371

4,812 3,765 4,493 5,071

・市内４大学に所属する教員が行う江別市の課題解決や地域
活性化に貢献する調査研究事業に対し、大学連携調査研究事
業補助金を交付する。
・前年度の補助事業について、研究の解説を動画にして一般
に公開する。
【令和６年度の採択事業】
・飼い主がもつ車中泊避難への意識調査
・野菜摂取促進につながる市民の認識とヘルスリテラシーの
分析　等

・江別市大学連携調査研究事業補助金
　　　　　　　　　　　　　2,184千円

 6年度
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Ｈ21.2　「江別市・大学・江別商工会議所による包括連携・協力に関する協定書」締結
Ｈ21.7　大学連携調査研究事業補助金創設

Ｈ23.4　酪農学園大学短期大学部学生募集停止

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

補助事業の申請件数は年々増加しており、市の課題解決や地域活性化に
つながる調査研究が進んでいる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

研究結果を広く周知することで、市内４大学の教員及び教員を中心とし
た団体の地域への関心を高めることができる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

補助金が事業費の大部分を占めているため。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6135】

大学連携学生地域活動支援事業 企画課　企画係

８ 協働・共生

（１）協働のまちづくりの推進

平成22年度 ― 継続 単独 政策的補助

市内４大学（酪農学園大学、北翔大学（短期大学部を含む）、札幌学院大学、北海道情報大学）に所属する学生団体

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市内４大学に在学する学生数（短期大学部含む） 人 10,688 10,611 10,145 10,145

対象指標２

市内４大学に所属する学生団体が行う地域住民とのふれあいや、まちづくりに関する自主的な取組（環境活動、地域福
祉、教育及び文化、観光及び産業、その他まちづくりに関する事業）に対し、補助金を交付する。
【根拠要綱】江別市大学連携学生地域活動支援事業補助金交付要綱
【補助率及び上限額】補助対象経費の全額又は一部について、100千円を上限に補助

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 補助事業件数 件 2 4 3 4

活動指標２

市内４大学に在学する学生が、江別市民の一員としての意識を持つことが地域と大学による協働のまちづくりにつなが
ることから、補助金の交付により、学生が自主的に、地域住民とのふれあいやまちづくりに関する取組を実施できるよ
うにする。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 補助事業申請件数 件 2 4 3 4

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

113 239 270 400

3,802 2,230 2,309 2,371

3,915 2,469 2,579 2,771

市内４大学に所属する学生団体が行う地域活動等に対
し、補助金を交付する。
【令和６年度採択事業】
・江別の歴史を学べるインタラクティブ絵本制作展示
プロジェクト
・地域の魅力を題材としたアート作品の制作の試み　
等

・江別市大学連携地域活動支援事業事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　 255千円
・えべつ未来づくりコンペティション負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　15千円 6年度
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Ｈ21.2　「江別市・大学・江別商工会議所による包括連携・協力に関する協定書」締結
Ｈ21　大学連携調査研究事業補助金創設
Ｈ22　大学連携学生地域活動支援事業補助金創設
Ｈ26　えべつ未来づくり学生コンペティション実行委員会立ち上げ

Ｈ23.4　酪農学園大学短期大学部　学生募集停止

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

毎年一定数の応募があることから、市内４大学の学生が地域に関心を寄
せているといえ、計画通りに成果が上がっていると判断できる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

当事業は平成２２年度から実施しており、過去の実績や学生への周知な
どにより事業が理解されてきている。
今後、更なる申請件数の増加により、事業の質の向上につながる可能性
があることから、成果向上の余地はある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

市内４大学の学生が行う自主的な地域活動等に対し補助金を交付する事
業であり、採択事業決定までの手続きの簡略化、事務の見直しを行って
きていることから、コストの削減は困難である。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6200】

学生地域定着自治体連携事業 企画課　企画係

８ 協働・共生

（１）協働のまちづくりの推進

平成27年度 ― 継続 補助 政策的補助

市内４大学（酪農学園大学、北翔大学（短期大学部を含む）、札幌学院大学、北海道情報大学）に所属する学生

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市内大学に在学する学生数（短期大学部含む） 人 10,688 10,611 10,145 10,145

対象指標２ 協議会加入自治体数 団体 8 8 8 8

連携自治体（江別市、芦別市、赤平市、三笠市、南幌町、由仁町、長沼町、栗山町）へ市内４大学の学生を就業・定住
させることを目的に組織された学生地域定着推進広域連携協議会を運営し、市内で実施する地域活動プログラム（イン
ターンシップ、ワークショップ、地域イベント参画など）に学生が参加するための支援を行う。支援の手段は、学生と
地域活動プログラムのマッチングほか、交通費の支給など。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 地域活動等実施プログラム数 件 71 72 72 70

活動指標２

市内４大学の学生が地域の魅力を知り、将来的な市内での就業・定住につなげるために、地域活動プログラムに参加す
る学生の増加を図る。また、協議会の運営を通じて、当市以外の連携自治体への就業・定住についても実現を図る。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 市内の地域活動等に参加した延べ学生数 人 387 416 356 400

成果指標２ 参加者のうち市内へ就業した者の人数 人 2 3 3 3

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

3,962 3,559 3,411 3,872

9,885 9,663 10,004 11,066

13,847 13,222 13,415 14,938

・学生地域定着推進広域連携協議会の運営
・学生地域活動プログラム参加支援

・学生地域定着推進広域連携協議会負担金
　　　　　　　　　　　　　　　3,389千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果

向

上

余

地

コ

ス

ト

　若い世代の首都圏や札幌など、大都市圏への流出が課題となっている中、当市においても大学卒業後に市内企業
等への就職者が少なく、市外への流出が顕著である。
　このため、４大学１短大があり約１万人の学生が在学している地域特性を生かして、道内自治体や市内関係団体
と連携して、「学生地域定着推進広域連携協議会」を平成２７年１２月に設立し、学生の就職や定住等、地域への
定着を目的として、学生の地域活動等と受入先とのマッチング、活動支援を行うこととした。

平成２７年度の学生地域定着推進広域連携協議会の設立、試行プログラムの実施を経て、平成２８年度から本格
実施。事業展開に伴い、関係団体や企業等の本事業に対する理解が深まりつつある。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

成果指標１「市内の地域活動等に参加した延べ学生数」だけに着目をす
ると実績値は減少しているが、連携自治体での活動は増加しており、事
業全体を見たときには学生に対し多様なプログラムを提供できている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

事業の継続により事業ノウハウが蓄積されることや、学生インターンシ
ップの受け入れ企業が増加することで、学生の卒業後の地域定着の促進
が見込まれる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

事業費は協議会の負担金であるため、削減は困難であるが、事業の継続
により地域定着につながるプログラムの効率的な構築等ができ、運営に
かかるコスト（時間）を削減できる可能性がある。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6948】

大学生等地域関係促進事業 企画課　企画係

８ 協働・共生

（１）協働のまちづくりの推進

令和 2年度 令和 6年度 廃止 補助

市内大学生

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市内大学生 人 10,688 10,611 10,145 0

対象指標２

・市内４大学内に江別ＰＲブースを設置して、江別市に関する情報を発信する。
・地域交流会等を開催し、地域と大学生との繋がりを創出する。
・えべつファンスマホアプリを活用した情報発信を行い、アプリ登録者を獲得する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 地域交流会等実施回数 回 94 76 45 0

活動指標２ 江別ＰＲブース情報発信点数 点 164 173 118 0

・市の認知度の向上や愛着心が育成される。
・卒業後においても市との繋がりが維持され関係人口が創出される。
・20代前半の転出抑制や将来の定住促進が図られる。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 地域交流会等参加者数 人 226 170 221 0

成果指標２ えべつファン登録者数（累計） 人 863 1,236 1,605 0

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

9,652 5,337 5,452 0

3,802 3,717 3,848 0

13,454 9,054 9,300 0

・EBETSUto（えべつと）推進事務局の運営
・地域交流会の企画・運営
・市内４大学内構内への江別ＰＲブースの設置
・市内大学卒業生へのＰＲ
・スマホアプリの運営

・コーディネーター人件費（９名分）　4,125千円
・SNS管理等運営費　　　　　　　　　 891千円
・地域交流会企画運営費　　　　　　  191千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果
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江別市の若者流出の主要因として、市内４大学に約１万人いる大学生の多くが卒業後に、札幌や東京などの大都市
へ転出してしまうことがあげられる。
　本事業では、国の地方創生推進交付金を活用し、市内大学生に在学中から「江別の認知度」と「江別への愛着」
を高めて、えべつファン登録を増やし、大学卒業後も江別に関心を持ち続けてもらうほか、江別市の地域活動への
参加や企業での副業兼業などにより、江別市の関係人口として関係性を維持する取組を行っていく。

これまで、新型コロナウイルス感染症の影響により、大学構内でのＰＲ活動が制限されていたが、感染者数が落ち
着いていた時期を見ながら、大学の協力の下、大学構内での対面によるＰＲを行ったほか、スマホアプリを周知す
るためのブースを設置するなど、様々な機会を捉えてＰＲ活動を実施した結果、成果指標は順調に伸びている。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

SNSを中心とした情報発信により、地域交流会等参加者数やえべつファン
登録者数は増加している。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

今後の活動頻度は未定である。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

本事業の意図である市への愛着心の育成や定住促進については、手段を
変え、他事業で推進していく。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6272】

生涯活躍のまち推進事業 政策推進課　主査（政策推進）

８ 協働・共生 ２ 幸せに歳を重ねられる暮らしをとどける

（２）共生社会の形成 （３）多様性を認め合う社会意識の醸成

令和元年度 ― 継続 補助

市民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

対象指標２

・地域課題・ニーズの収集や、イベント等の実施といった役割を担うコーディネーターを配置する。
・生涯活躍のまちを広く周知するためのＰＲを実施する。
・拠点地域を中心とした地域交流事業を実施する。
・障がい者の就労環境の充実のため、民間企業との連携会議や福祉事業所合同説明会等を開催する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 生涯活躍のまち関連イベント開催回数 回 78 83 79 68

活動指標２

・市民が住み慣れた地域で、生涯にわたり医療・介護サービスの充実や生活利便性が確保され、安心した生活ができる
。
・中高年齢者、若年層、障がい者など多様な主体の交流による「共生のまち」を実現する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 拠点地域を訪れた人数 人 100,764 109,395 113,675 100,000

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

8,635 8,100 6,875 6,855

11,406 7,433 10,004 7,904

20,041 15,533 16,879 14,759

・コーディネーターの配置と地域交流
・障がい者就労環境充実のための取組
・生涯活躍のまちPR

・コーディネーターの配置と地域交流事業に係る経費
　6,545千円
・障がい者就労環境充実のための経費　 130千円
・生涯活躍のまちPR経費　　　　　　　　90千円
・地域再生協議会開催経費　　　　　　 110千円    

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化
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理由
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理由

根拠
理由
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生涯活躍のまち（日本版CCRC）は、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に明記され、地方創生の取組として
推進されている。
江別市では、国の構想に基づき、平成２９年３月に江別版「生涯活躍のまち」構想を策定した。本事業は、江別市
の特色を活かし、市民が市外に転出することなく、生涯にわたって安心して暮らし続け、中高年齢者や若年層、障
がい者など多様な主体が交流できる「共生のまち」の実現を目指すため、事業を開始した。

平成２９年度　江別版「生涯活躍のまち」構想策定
令和元年度　　江別市生涯活躍のまち形成事業計画策定
令和２年度　　生涯活躍のまちへの理解度を高めるため、市民ワークショップや市民説明会などを開催
令和３年９月　ココルクえべつ全面オープン

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和３年９月の施設オープン以降、施設のＰＲ活動や様々な地域交流事
業を実施するなど施設の認知度向上に向けて取り組んでいる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

ＳＮＳ等を活用し、施設のＰＲや地域交流事業について情報発信するな
どココルクえべつの認知度をさらに向上させる取組を進めるほか、自治
会や商店街、小中学校、大学など地域の社会資源と連携を図りながら、
多くの市民が交流する機会が生まれるよう、市内全域に「共生のまち」
の考え方が広がる取組を進めていく。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

施設オープン以降、施設の認知度を高めるためのＰＲ活動や様々な地域
交流事業の取組を進め、施設の認知度も徐々に高まってきている。
今後においても、事業者だけではなく、自治会や商店街、大学等と連携
しながら地域交流等の取組を進め、最小限のコストで効果的な手法や事
業の進め方について見直しを図りながら進めていく。 

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      541】

行政改革推進事業 政策推進課　主査（政策推進）

９ 計画推進

（１）自主・自立の市政運営の推進

平成13年度 ― 継続 単独

市職員

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市職員数 人 1,147 1,162 1,179 1,179

対象指標２ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

・行政改革大綱に基づく行政改革推進計画を実施する。
・行政改革推進委員会を開催し、行政改革推進に関する助言や意見を求める。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 行政改革推進委員会開催回数 回 3 4 2 4

活動指標２ 行政改革取組項目（Ｒ６～） 件 0 0 23 23

・市職員が高い意識を持って、行政改革に取り組んでいる。
・市民の満足度が高い行政サービスを提供する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 様々な課題に対応できる組織・配置になっていると思う職員割合（Ｒ６～） ％ 0 0 38 55

成果指標２ 市からの各種行政サービスの内容・量に満足している市民割合（Ｒ６～） ％ 0 0 78.4 73

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

112 202 106 313

3,802 7,433 4,617 4,742

3,914 7,635 4,723 5,055

・行政改革推進委員会の開催
・行政改革推進本部会議の開催
・行政改革推進計画に基づく取組の推進

・行政改革推進委員会開催経費　　106千円
（委員報償費91千円、会場使用料15千円）

 6年度
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市では、平成１４年に改定された「行政改革大綱」において、「行政改革推進計画」を策定し、大綱で示す基本方
針の具体的な取組の推進を図ることとした。
このことに併せて、「行政改革推進計画」進行管理と職員の意識向上を図るため、本事業を開始した。

平成１４年度　「行政改革大綱（Ｈ１４～Ｈ１６）」改定、「行政改革推進計画（Ｈ１４～Ｈ１６）」策定
平成１７年度　「行政改革大綱」改定、「行政改革推進計画（Ｈ１７～Ｈ２１）」策定
平成２２年度　「行政改革推進計画（Ｈ１７～Ｈ２２）」計画期間延長
平成２６年度　「行政改革大綱」改定、「行政改革推進計画（Ｈ２６～Ｈ３０）」策定
平成３１年度　「行政改革推進計画（Ｈ３１～Ｒ５）」策定
令和６年度　　「行政改革大綱」改定、「行政改革推進計画（Ｒ６～Ｒ１０）」策定

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和６年度は、新たに策定した「行政改革大綱」及び「行政改革推進計
画」の初年度となり、大綱に掲げる成果指標の初期値との比較になるが
、両指標共に初期値を上回っていることから、計画どおりに成果指標が
上がっていると考える。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

「行政改革大綱」に基づき「行政改革推進計画」に掲げる取組項目を着
実に実施することで成果指標を向上させる余地がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

本事業は、必要最低限の経費に縮小しており、コスト削減は困難である
。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      554】

行政評価・外部評価推進事業 政策推進課参事（総合計画・総合戦略）

９ 計画推進

（１）自主・自立の市政運営の推進

平成16年度 ― 継続 単独

・市職員
・市民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市職員 人 1,147 1,162 1,179 1,179

対象指標２ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

・事務事業評価表の作成など、事務事業を基礎とする行政評価を行う。
・行政評価にかかる指標把握等のため、市民アンケート調査を実施する。
・行政評価を行う職員の技能向上を目的として、庁内説明会等を開催する。
・第７次総合計画や「江別市の現状」等を活用して、総合計画やまちの特徴の周知を図る。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 行政評価説明会等開催回数 回 1 1 1 1

活動指標２

・行政評価の手法を用いて、ＰＤＣＡサイクルによる総合計画の推進が図られる。
・総合計画等の認知度の向上が図られる。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ まちづくり政策にかかる成果指標の目標達成割合 ％ 0 0 70.5 100

成果指標２ 計画的に成果が上がっている事務事業の割合 ％ 83.2 84.8 86.8 100

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

1,852 1,978 2,105 2,557

2,281 2,230 2,309 7,904

4,133 4,208 4,414 10,461

・まちづくり市民アンケート調査等の実施 ・まちづくり市民アンケート調査等　1,979千円

 6年度
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平成１６年度スタートの第５次総合計画の策定に伴い、PDSサイクルなどの新しい手法を取り入れ、上位貢献をはじ
めとした統一的な視点で行政の検証・見直しを行うシステムとして導入した。

平成２６年度からの第６次総合計画「えべつ未来づくりビジョン」からは、行政評価をベースとしたマネジメント
サイクルをＰＤＳサイクルからＰＤＣＡサイクルへ見直しを行い、総合計画の継続的な向上をめざしながら進行管
理を行っており、令和６年度を始期とする第７次総合計画においても同様とした。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和６年度は第７次総合計画の初年度であることから、まちづくり政策
に係る成果指標は令和１０年度の達成に向けて設定しており、今回が初
回の評価となる。
成果が上がっている事務事業の割合は令和５年度より向上しており、行
政評価や外部評価による事業の見直しが結果に結びついている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

行政評価を契機に各施策や事務事業の積極的な見直しを行うことで、さ
らなる成果の向上が期待されるほか、外部の視点を取り入れることによ
る成果の向上も期待される。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

アンケート調査をWeb方式にすることで、コスト削減が可能であるが、匿
名性の担保などの課題への対応が必要である。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     7098】

企業版ふるさと納税推進事業 政策推進課参事（総合計画・総合戦略）

９ 計画推進

（１）自主・自立の市政運営の推進

令和 6年度 ― 新規 単独

・江別市外に本社を有する企業

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 本事業で働きかけを行う企業 社 0 0 827 800

対象指標２

・全庁的に企業版ふるさと納税の推進に向けた取組を行う。
・市内大学の卒業生が代表を務める企業等に対する働きかけを行う。
・民間のマッチング支援を活用した取組を行う。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 全庁的に行う企業への制度案内件数 件 0 0 3 10

活動指標２ 市内大学の卒業生が代表を務める企業への制度案内件数 件 0 0 205 200

・企業版ふるさと納税制度を通じて、企業とともに地域課題の解決に取り組む。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 企業版ふるさと納税による寄附件数 件 0 0 14 15

成果指標２ 企業版ふるさと納税による寄附金額 万円 0 0 1,309 1,500

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

0 0 1,476 2,520

0 0 7,695 7,904

0 0 9,171 10,424

・企業版ふるさと納税制度の全庁周知と取組の促進
・市内４大学の卒業生が代表を務める企業に対する市
のＰＲと制度案内
・民間の成果報酬型マッチング支援の活用

・制度案内等に要する経費　453千円
・マッチング支援委託　1,023千円

 6年度
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・企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）は、平成28年度にスタートし、令和２年度の税制改正により、最大で
９割の税控除が行われるものとなった。
・江別市においても、令和２年度の税制改正以降、企業版ふるさと納税による寄附件数が増加してきた。
・更なる成果向上に向け、令和６年度から本事業を実施する。

・本制度における税制優遇の特例措置は、令和６年度末までとされていたが、令和７年度から９年度まで延長措置
が行われた。
・令和10年度以降の税制優遇の特例措置について、注意を要する。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

当事業による働きかけ等を始めたことにより、令和６年度は、寄附件数
が過去最多となった。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

国による税制優遇の特別措置が継続されており、企業の社会貢献に対す
る意識も高いと考えるため。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

本事業の費用の多くは、成果連動型のマッチング委託料となっており、
寄附額に応じて支出が必要となるものであるため、コストの削減は難し
い。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      561】

広聴活動事業 広報広聴課　広報広聴係

９ 計画推進

（２）透明性と情報発信力の高い市政の推進

― ― 継続 単独

・市民

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

対象指標２

・現状の広聴手段である①面談、②広聴箱、③郵便、④電話、⑤ＦＡＸ、⑥Ｅメールのほか、各担当課で実施する⑦施
設見学会、⑧市民アンケート、⑨各種懇談会、⑩パブリックコメントの利用増、機会の拡充を図る。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 市民が市へ意見や要望を伝える手段の数 個 10 10 10 10

活動指標２

・市政に対する市民の意見、要望、提言等を伝える媒体を整備することで、市民が市政に関する意見を伝えやすくなる
。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 1年間に寄せられた意見や要望の件数（陳情・要望・市民の声） 件 550 497 579 707

成果指標２ 1年間に寄せられた意見や要望の件数（パブリックコメント） 件 44 307 100 143

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

0 0 0 0

5,323 5,203 5,387 5,533

5,323 5,203 5,387 5,533

市民からの意見・要望を所管課に伝え、市政に反映さ
せる。

人件費事業

 6年度

企画-37



事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果

向

上

余

地

コ

ス

ト

・市民の市政に対する意見、要望、提言を行政に反映させるために事業を開始。
・平成16年度に政策審議室広報広聴担当から現在の企画政策部広報広聴課に体制を格上げして事業に当たっている
。

・意見や要望などを伝える媒体として、スマートフォン等の普及に伴いインターネットの利用増加が続いている。
・庁内各部署にメールアドレスが配置され、意見や要望に対する回答の迅速化が図られた。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

市政に対する意見・要望の件数は、気象状況や制度改正などによって年
度ごとに変動があるが、手軽に意見が寄せられる媒体の整備、市民相談
所への広聴担当職員の配置、広聴活動に関する周知などにより、毎年多
くの市民の声が寄せられている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

市民が日頃感じていることや提案したいことなどを気軽に寄せられる新
たな広聴媒体の整備について検討する余地がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

業務委託による事業の効率化や人件費の削減など、今後も調査研究を続
けることにより、将来的にはコストの削減手法の導入が期待できる。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      562】

広報えべつ発行等事業 広報広聴課　広報広聴係

９ 計画推進

（２）透明性と情報発信力の高い市政の推進

― ― 継続 単独

・市民
・世帯

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市民 人 119,333 118,776 118,097 118,097

対象指標２ 世帯数 世帯 59,427 59,566 59,806 59,806

・Ａ４判１色刷（表・裏表紙はカラー印刷）、月平均27ページ、毎月1日付、年12回発行。
・編集の一部及び印刷、製本については業務委託し、発行に係る企画、取材、編集、版下作成を直接職員が行う。
・配布については、自治会に郵送し各戸配布を依頼している他、ホームページへの掲載、自治会未加入者等のために市
内の大学、公共施設、ＪＲ駅、郵便局、大学・企業の寮、コンビニ、スーパー、病・医院、理容院等にも設置。
・転入者に江別での生活情報をまとめた「江別生活ガイドブック」を配布する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 月平均作成部数 部 47,176 47,176 47,176 47,100

活動指標２ 広報配布箇所数 箇所 260 262 264 260

・市政の基本方針を始め、業務・事業紹介、制度改正、市民活動団体の紹介等、市民生活に係る事項について市民に周
知される。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 配布率 % 78 77.6 76.5 78

成果指標２ 広報えべつを読んでいる市民の割合 % 78.8 81.1 74.4 79.9

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

13,915 15,736 15,804 16,846

11,406 11,893 12,312 12,646

25,321 27,629 28,116 29,492

広報えべつの発行、転入者への生活情報をまとめた冊
子「江別生活ガイドブック」の発行

広報えべつ作成経費　15,504千円
江別生活ガイドブック　300千円

 6年度
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成

果

向

上

余

地

コ

ス

ト

旧江別町の事業や業務、事務内容及び町民生活に関する情報の周知・理解を図るため、昭和25年に「町政だより」
として発刊。昭和29年7月の市制施行を機に「市政だより」、昭和41年5月に「広報えべつ」と名称を改めて市政情
報を発信している。

配布については自治会による戸別配布を基本としているが、高齢化や自治会未加入者の増加、自治会の解散等によ
り全戸配布が困難となっており、今後も配布方法について継続的な検討を要する。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

インターネット媒体の情報が充実してきたことや、自治会の解散等があ
ったたことなどから、多少数値に影響は出ているが、広報誌においては
引き続き、見やすい誌面の構成や積極的な特集記事の掲載に努めるほか
、業務最適化の観点から一部定型記事の作成業務の委託や、スーパー・
コンビニ・病院などへの設置により、多くの市民が閲覧できるように努
めている。上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

内容が豊富な反面、文字数が多いため、掲載情報の整理や文章の簡略化
、イラストやグラフの活用などにより、見やすく分かりやすい誌面作り
を進める。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

・有料広告件数の増加による広告料収入の増
・市職員全員が広報パーソンであるという意識の醸成を引き続き図ると
ともに、広報誌の費用対効果に対する意識を共有する。（掲載内容の選
択と集中）

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     1022】

ホームページ運営事業 広報広聴課　広報広聴係

９ 計画推進

（２）透明性と情報発信力の高い市政の推進

平成13年度 ― 継続 単独

・江別市の情報を必要としている方

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ インターネット利用者数（測定不能） 人 0 118,776 118,097 118,097

対象指標２

・市公式ホームページにより市政情報やイベント情報などを提供する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 情報更新回数（年間） 件 5,695 5,455 4,966 5,923

活動指標２

・市政情報などを迅速かつ分かりやすく提供することで、市と市民が行政情報を共有する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ ホームページアクセス数（年間） 回 6,489,966 5,740,623 4,648,250 7,352,955

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

1,812 2,054 1,878 2,011

7,604 7,805 5,771 8,299

9,416 9,859 7,649 10,310

市ホームページの管理・運営 コンテンツ管理システムの保守管理経費　1,814千円
モバイルWi-fi　64千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果

向

上

余

地

コ

ス

ト

インターネットの普及により、行政情報をいち早く発信するため、平成13年度から市のホームページを開設し、イ
ンターネットによる市政情報等の発信を開始した。

平成25年度にCMS（コンテンツ管理システム）を導入し、分類方法を見直す等して閲覧者が見やすく、使いやすいシ
ステムを構築し、また、所管部署が直接、情報の更新等を行えることとなり、より迅速な情報発信が出来るように
なった。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

平成25年度（平成26年1月）のCMS導入時、サイトの構成やデザイン、情
報分類方法等の見直し、市政情報の発信数の増加を図った。特に災害等
の緊急時におけるホームページの情報への需要は高い。スマートフォン
などの普及に伴い、SNSを活用した情報の拡散にも努めている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

SNSと連携した多角的な情報発信を進めており、多様化するニーズに対応
できるよう努めている。
今後、ニーズの変化に合わせ、必要機能を持つCMSへの転換を計画するこ
とで、より有効な情報発信が可能になる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

有料広告件数の増加による広告料収入の増。
CMSの導入により、所管課での情報更新が可能となっていることから、更
新作業などの運用をより効率的に行うことでコストを削減できる余地が
ある。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6138】

えべつシティプロモーション事業 広報広聴課参事（シティプロモート・移住定住促進担当）

９ 計画推進

（２）透明性と情報発信力の高い市政の推進

平成26年度 ― 継続 単独

市外居住者

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市外居住者 千人 124,828 124,221 123,684 123,672

対象指標２

・市内大学・企業・経済団体などとともに市のプロモーション（売り込みや知名度向上）のための推進組織（江別シテ
ィプロモート推進協議会）を設置し、官民一体でのプロモーションを検討し、江別の魅力を発信するなど、まちのイメ
ージを高めるための戦略的な取組を実施する。
・主に札幌圏や首都圏の子育て世代に向け、ＳＮＳやＷＥＢ広告等を活用し、食や農、住環境等のＰＲについて効果的
な情報発信を実施する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ シティプロモーションに関する活動の種類数 個 13 12 13 16

活動指標２

様々なプロモーションにより、積極的に江別市の魅力をＰＲし、江別市に対する認知度、イメージを向上させる。
認知度やイメージの向上は、企業誘致、観光や転入促進など市外の対象に働きかける様々な活動を効果的・効率的に推
進するために必要な要素である。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 江別市の認知度の道内順位 位 21 20 21 21

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

5,215 5,317 6,111 29,564

7,604 7,433 13,082 3,952

12,819 12,750 19,193 33,516

・インスタグラムフォトキャンペーンの開催
・子育て世代向け住環境ＰＲ
・地域おこし協力隊による地域ＰＲ

・フォトキャンペーン開催経費　　　　715千円
・子育て世代向け住環境ＰＲ経費　　2,282千円
・地域おこし協力隊報酬　　　　　　2,640千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果

向

上

余

地

コ

ス

ト

日本が本格的な人口減少の時代を迎え、江別市においても平成17年及び令和２年をピークに人口が減少しており、
少子高齢化も確実に進行している。
今後、定住人口や交流人口を増加させるためには、まずは当市の良さが道内外に広く認知される必要があることか
ら、市内の関係団体からなる協議会（江別シティプロモート推進協議会）を設立し、当市の認知度の向上が図られ
る体制を構築する必要があった。

江別市においては、平成17年及び令和２年をピークに人口が減少し少子高齢化が進行している。少子高齢化、都市
部への一極集中は全国的な傾向であり、ＰＲに関しては多くの自治体が似たような取り組みを行う中で、新聞・テ
レビ・雑誌・ポスター等のマス広告的手法は莫大な費用がかかり、ニーズや価値観の多様化に伴って成果の向上に
は一定の限界があると考えられる。これを補う手法として動画を切り口としたＳＮＳの活用が注目されている。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

成果指標は横ばいだが、ＳＮＳやパンフレット等の様々な手法による情
報発信に努めることにより、特にショート動画を切り口としたアクセス
数等は増加傾向にあり、当市に関心や興味を持つ人が増えていると考え
られる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

市民協働によるシティプロモーション活動を進めているが、さまざまな
手法が考えられることから、今後の環境変化によっては成果がより向上
する余地がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

現在、当市を取り巻く環境を鑑み、必要と思われる事業を展開している
ことから、これ以上の削減は困難である。

ある

▼なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6985】

情報発信強化事業 広報広聴課　広報広聴係

９ 計画推進

（２）透明性と情報発信力の高い市政の推進

令和 4年度 ― 継続 単独

江別市の情報を必要としている方

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市民 人 0 118,776 118,097 118,097

対象指標２

新しい時代に向けた情報発信の強化

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ SNS及び地デジ広報サービスでの情報発信回数 回 6,202 15,115 15,075 15,363

活動指標２

多様化する利用者ニーズに対応した情報発信を行うことで、市と市民が行政情報を共有する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ SNSのフォロワー等数 人 26,684 35,999 46,292 50,584

成果指標２ SNSでの配信に対する行動数 回 0 1,139,738 833,886 1,983,685

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

2,106 1,637 1,620 1,702

1,521 1,115 385 1,186

3,627 2,752 2,005 2,888

SNS（LINEなど）の各公式アカウント及び地デジ広報
サービスの運営

LINE公式アカウント　
　運用費用 990千円
　友だち登録促進費用 134千円
地デジ広報サービス
　使用料 451千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果

向

上

余

地

コ

ス

ト

情報発信調査研究事業において、モバイルファーストでパーソナライズされたプッシュ型の情報発信を強化するこ
となどが必要と判断したため。

現在の情報発信は、多くの情報サイトが、閲覧している利用者の属性や趣向に最適化された情報を選別して表示し
たり、プッシュ型で新着情報をお知らせしたりするなど、利便性が図られている環境にある。
また、非常に多くの情報があふれているなか、市の情報は必要に迫られなければ検索されない。
こうした環境から新たに市政情報弱者が生まれている。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

LINE公式アカウントの友達登録促進などにより、計画以上にフォロワー
数等が増加した。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

様々な情報媒体の活用や、先進事例の研究等により、多様化する利用者
ニーズに対応した情報発信を可能とすることで、更なる成果の向上が期
待できる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

多様化する利用者のニーズを反映した情報発信を効率的に行えるよう改
善していくことで、効率化が期待できる。

ある

▼なし
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